
固 定 資 産 税 非 課 税 申 告 書 

 

 地方税法第３４８条第２項第     の固定資産について、非課税の規定の適用を受

けたいので、市税条例第   条の規定に基づき関係書類を添えて申告いたします。尚、

下記の固定資産については一切の有料の賃貸関係がないことを確約いたします。 

また、下記の固定資産について、申告の用途に供しなくなった場合又は有料で使用させ

ることとなった場合は、すみやかに申告いたします。 

  

令和  年  月  日 

四国中央市長 様 

             申告者住所 

             申請者氏名                     

固定資産所有者氏名  

土 

地 

所在 地目 地積 

家 

屋 

所在 家屋番号 種類 構造 床面積 

償
却
資
産 

所在 種類 数量 

用 途  

       の用に供し始めた時期 年     月     日 

設立における適用法  

添付書類 

１．条例第 55 条（宗教法人等）、56 条（学校法人等）、57 条（社会福祉法人等）、58 条（農業協

同組合等）関係は法人登録等書面 

２．その他、市が指定するもの 

①建物の付近見取図・配置図・平面図、②土地・建物の登記簿謄本（写）、③用途が確認で

きる申請書及び許可書等（写）、④用途の用に供し始めた時期が確認できる書面（写） 

（これより下の欄は記入しないでください） 

認定 

事務 

調査事項 

決定事項 

 


